	受付印

	



	会社名等（商号又は名称）
	

	業　者ﾁｪｯｸ欄
	提 　出　 書　 類　 等
	市役所

確　認

	□
	(1)
	島原市競争入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）
	

	□
	(2)
	経営規模等・希望業種及び登録部門
	

	□
	(3)
	有資格者数一覧表
	

	□
	(4)
	委任状　　　　　　　　　　　　
	

	□
	(5)
	測量・建設コンサル等経歴書
	

	□
	(6)
	技術者経歴書
	

	□
	(7)
	使用印鑑届
	

	□
	(8)
	登録証明書　又は　登録通知書（写）
	

	□
	(9)
	登記簿謄本、身分（身元）証明書　（写可）

【法人】　履歴事項全部証明書　　　　　　　　　　　　　　
【個人】　身分（身元）証明書　　　　　　　　　　　　　
	

	□
	(10)
	印鑑証明書　（写可）
	

	□
	(11)
	納税証明書（未納がない旨の証明）：市町村税（写可）　　 
	

	□
	(12)
	納税証明書（未納がない旨の証明）：国税　（写可）　　　　　 

【法人】　納税証明書「その３の３」

【個人】　納税証明書「その３の２」
	

	□
	(13)
	誓約書
	


	登録番号
	
	受付番号
	


注意事項
　１）このﾁｪｯｸﾘｽﾄは、申請書の最上部(１ﾍﾟｰｼﾞ目)に綴じ込んでください。

　２）提出書類に不備・不足がありますと受付ができませんので、提出の際には十分ご確認下さい。
島原市競争入札参加資格審査申請書

（測量・建設コンサルタント等）

令和　　年　　月　　日

島原市長　古川　隆三郎　様

　
　令和８・９年度において、島原市で行われる測量・建設コンサルタント等の競争入札に参加したい
ので、関係書類を添えて申請いたします。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

また、提出書類及び貴市との契約に関する情報について法令等に基づき公開されても異議ありません。

	申請人（本社・本店）

	所在地　〒　　　－
	TEL
	FAX

	
	
	

	
	E-mail
	

	フ　　リ　　ガ　　ナ

商号又は名称
	フ　　　リ　　　ガ　　　ナ
役職及び代表者氏名

	
	
	実印

	委任先（本社・本店の委任を受けて本市と直接取引する支店及び営業所等）
	

	所在地　〒　　　－
	TEL
	FAX

	
	E-mail
	

	フ　　リ　　ガ　　ナ

商号又は名称
	フ　　　リ　　　ガ　　　ナ
役職及び代表者氏名

	
	
	使用印


測量等実績高（単位：千円）

	競争参加資格

希望業種区分
	希望
	直前２年度分決算

　　年　　月から

　　年　　月まで
	直前１年度分決算

　　年　　月から

　　年　　月まで
	直前２ヶ年間の

年間平均実績高

	測量業務
	
	
	
	

	建築関係建設コンサル
	
	
	
	

	土木関係建設コンサル
	
	
	
	

	地質調査業務
	
	
	
	

	補償関係コンサル業務
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	


申請書作成担当者名

	担　当　者
	連　絡　先
	TEL
	

	所属職名等
	
	
	FAX
	

	氏　　　名
	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


・　経営規模等・希望業種及び登録部門

経営規模等

	設立年月日
	　　年 　月　 日
	営業年数
	年
	常勤職員数
	人

	自己資本額
	区　　分
	直前決算時（千円）
	剰余（欠損）金処分（千円）
	計　（千円）

	
	払込資本額
	
	
	

	
	準備金・積立金
	
	
	

	
	次期繰越利益（欠損）金
	
	
	

	
	計
	
	
	(P)


	損益計算書
	税引前当期利益(S)
	千円

	貸借対照表
	流動資産 (m)
	千円

	
	流動負債 (n)
	千円

	
	固定資産 (Q)
	千円

	
	総資本額 (R)
	千円


	経営比率
	総資本純利益率

(S／R×100)
	%



	
	流動比率

(m／n×100)
	%



	
	自己資本固定比率

(P／Q×100)
	%




希望業種及び登録部門に○を記入してください。

	
	希望
	登録
	コンサルタント業務の種類
	
	希望
	登録
	コンサルタント業務の種類

	測量
	
	
	測量一般
	土木関係コンサルタント
	　
	　
	河川、砂防及び海岸・海洋

	
	
	
	航空測量
	
	
	
	港湾及び空港

	
	
	
	その他（　　　　　）
	
	
	
	電力土木

	建築関係コンサルタント
	
	
	※建築一般
	
	
	
	道路

	
	
	
	意匠
	
	
	
	鉄道

	
	
	
	構造
	
	
	
	上水道及び工業用水道

	
	
	
	建築積算
	
	
	
	下水道


	
	
	
	機械積算
	
	
	
	農業土木

	
	
	
	電気積算
	
	
	
	森林土木

	
	
	
	調査
	
	
	
	水産土木

	地質
	
	
	地質調査
	
	
	
	廃棄物

	補償関係コンサルタント
	
	
	土地調査
	
	
	
	造園

	
	
	
	土地評価
	
	　
	　
	都市計画及び地方計画

	
	
	
	物件
	
	
	
	地質

	
	
	
	機械工作物
	
	　
	　
	土質及び基礎

	
	
	
	営業補償・特殊補償
	
	　
	　
	鋼構造及びコンクリート

	
	
	
	事業損失
	
	　
	　
	トンネル

	
	
	
	補償関連
	
	　
	　
	施工計画、施工設備及び積算

	
	
	
	※不動産鑑定
	
	　
	　
	建設環境

	
	
	
	登記手続等
	
	　
	　
	建設機械

	その他
	
	
	
	
	　
	　
	電気・電子

	
	
	
	
	
	　
	　
	その他（　　　　　　）


　
・有資格者数一覧表
	資格名称
	技術(専門)部門
	有資格者数
	資格名称
	技術(専門)部門
	有資格者数

	測量士
	
	環境計量士
	

	測量士補
	
	第一種電気主任技術者
	

	一級建築士
	
	伝送交換主任技術者
	

	二級建築士
	
	ＲＣＣＭ
	河川砂防及び海岸・海洋
	

	建築設備士
	
	
	港湾及び空港
	

	建築積算士
	
	
	電力土木
	

	技術士
	機械、総合技術監理部門

(機械)
	
	
	道路
	

	
	
	
	
	鉄道
	

	
	船舶・海洋、総合技術監理部門(船舶)
	
	
	上水道及び工業用水道
	

	
	
	
	
	下水道
	

	
	航空・宇宙、総合技術監理部門(航空・宇宙)
	
	
	農業土木
	

	
	
	
	
	森林土木
	

	
	電気・電子、総合技術監理部門(電気・電子)
	
	
	造園
	

	
	
	
	
	都市計画及び地方計画
	

	
	化学、総合技術監理部門

(化学)
	
	
	地質
	

	
	
	
	
	土質及び基礎
	

	
	繊維、総合技術監理部門(繊維)
	
	
	鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ
	

	
	
	
	
	トンネル
	

	
	金属、総合技術監理部門(金属)
	
	
	施工計画、施工設備及び積算
	

	
	
	
	
	建設環境
	

	
	資源工学、総合技術監理部門(資源工学)
	
	
	機械
	

	
	
	
	
	水産土木
	

	
	建設、総合技術監理部門(建設)
	
	
	電気電子
	

	
	
	
	
	廃棄物
	

	
	上下水道、総合技術監理部門(上下水道)
	
	
	建設情報
	

	
	
	
	１級土木施工管理技士
	

	
	衛生工学、総合技術監理部門(衛生工学)
	
	２級土木施工管理技士
	

	
	
	
	１級電気工事施工管理技士
	

	
	農業、総合技術監理部門(農業)
	
	１級管工事施工管理技士
	

	
	
	
	１級造園施工管理技士
	

	
	森林、総合技術監理部門(森林)
	
	地質調査技士
	

	
	
	
	不動産鑑定士
	

	
	水産、総合技術監理部門(水産)
	
	不動産鑑定士補
	

	
	
	
	土地家屋調査士
	

	
	経営工学、総合技術監理部門(経営工学)
	
	司法書士
	

	
	
	
	補償業務管理士
	

	
	情報工学、総合技術監理部門(情報工学)
	
	公共用地経験者
	

	
	
	
	実務経験者

(下水道業務)
	土地区画整理士
	

	
	応用理学、総合技術監理部門(応用理学)
	
	
	計画設計
	

	
	
	
	
	処理施設ポンプ施設
	

	
	生物工学、総合技術監理部門(生物工学)
	
	
	排水施設
	

	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	環境、総合技術監理部門(環境)
	
	

	
	原子力・放射線、総合技術監理部門(原子力・放射線)
	
	


【記載要領】
・申請日現在の有資格者数を記入してください。

・実務経験者(下水道業務)は、下水道法第２２条の資格を有するものに限ります。

委　　　　任　　　　状
令和　　年　　月　　日

島原市長　古川　隆三郎　　様

　　　　　　　委任者　　所在地

　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

　　　　　　私は、下記の者を代理人と定め次の権限を委任します。

　　　　　　　受任者　　所在地

　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使用印

※（注意）受任者の印鑑は使用印鑑届の使用印鑑と同じものを押印すること

　　　　　１　委 任 事 項

　　　　　　・入札及び見積に関する件

　　　　　　・契約の締結に関する件

　　　　　　・請負代金の請求及び受領に関する件

　　　　　　・保証金の納付並びに還付の請求及び受領に関する件

　　　　　　・上記にかかる諸願届出について

　　　　　　・復代理人の選任及び解任に関する件

　　　　　　・共同企業体に関する一切の件

　　　　　　・その他契約履行に関する一切の件

　　　　　２　委 任 期 間

　　　　　　　申請日から令和１０年３月３１日まで

測量・建設コンサル等　経　歴　書

	業　種
	発　注　者
	元請又は下請の区別
	件　　　　名
	完了年月
	委託代金の額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  　　　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 　　 　年  　月
	千円



	
	
	
	
	
	


【記載要領】
１　この表は申請日以前２ヵ年以内に島原市、国又は他の地方公共団体等と契約し完了した主な業務について記載してください。

２　共同企業体（JV）として行ったものについては、件名の最初に（JV）と付記してください。

３　この表の内容が確認できるものであれば、代替できるものとします。

技　　術　　者　　経　　歴　　書

	氏　　名
	採用年月日
	法令による免許等の名称
	取得年月日
	経験年数

	
	生年月日
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【記載要領】

・島原市内に本店･支店･事務所等を有する場合は必要となります。　

・内容の確認ができるものであれば、代替できるものとします。
・申請日現在で作成してください。

使　用　印　鑑　届
令和　　年　　月　　日

島原市長　古川　隆三郎　様

　　　　　　　　　　【本社（店）】

	所在地

	商号又は名称

	代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印


　　島原市の入札、見積、契約締結、代金請求及び受領等に使用するための印鑑を次のとおり届けます。


　　　　　　社　　印                           　使　用　印
　　　　　  (角　印)
※使用する者のみ押印
　

※使用印鑑は、代表者印(委任する場合は、受任者の印鑑)を押してください。

※法人の場合、代表者印に商号または名称が入っていない場合は、社印と個人印を併せて使用印鑑として

ください。

※社印のみは使用印鑑として認めておりません。

　※印鑑は、鮮明に押してください。
誓　　　　約　　　　書
令和　　年　　月　　日

島原市長　古川　隆三郎　様

　　　　　　　　　　

	所在地

	商号又は名称
（本社・本店）

	代表者名
	実印
	


　島原市の測量・建設コンサルタント等の入札及び見積参加業者として指名を受けましたうえは、島原市契約

規則その他関係法規はもとより、契約条項、指示事項を厳守し、誠実に取引を履行することを誓約いたします。

　なお、取引にあたり下記事項の行為があった場合は、即時指名を取消され、又は停止されても異議はありま

せん。

記

　　　　１．契約の履行に当たり、不正の行為を行ったとき。

　　　　　

　　　　２．競争入札又は見積において公正な執行を妨げたとき、又は公正な価格の成立を害し、若しくは

不正の利益を得るために連合したとき。

　　　　３．他の業者の契約履行に際し、直接又は間接に妨げたとき。

　　　　４．監督又は検査の実施にあたり、職員の職務の執行を妨げたとき。

　　　　５．正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。

　　　　６．島原市入札参加資格者指名停止の措置基準における指名停止措置要件及び島原市が行う各種

　　　　　　契約からの暴力団等排除要綱における排除措置要件に該当したとき。
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